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緊急速報をカバレッジ外へ拡散させるための
Proximity Servicesを統合した災害時同報配信システム

六平 豊1,a) 中村 嘉隆2,b) 稲村 浩2,c)

受付日 2018年5月7日,採録日 2018年11月7日

概要：日本の移動体通信事業者は，気象庁が警報する緊急地震速報や津波警報，地方公共団体が発信する
災害・避難情報などを緊急速報として携帯移動端末（User Equipment：UE）に配信している．地震が多
発する日本では速報性が求められているため，Earthquake and Tsunami Warning System（ETWS）に基
づいた災害時同報配信システムが運用されている．しかし，大規模災害などが原因で一部の携帯電話基地
局（evolved Node B：eNB）が機能停止している環境では，すべての端末へ緊急速報を配信することが困
難である．そのような大規模災害の事例をふまえ，Long Term Evolution（LTE）技術を利用した公共安
全（Public Safety：PS）LTE ネットワーク技術の研究が進められている．そこで，PS-LTE の技術とし
て，コアネットワークを介さずに端末間（Device to Device：D2D）での直接通信を可能とする Proximity
Services（ProSe）に着目する．本研究では，大規模震災の影響で津波警報や災害・避難情報の配信が困難
であるような環境において，eNBから配信された緊急速報をカバレッジ外に拡散可能なマルチホップ D2D
通信システムの実現を目的とし，ETWSに ProSeを統合した災害時同報配信システムを提案する．この
システムを適用することで，震災によって eNBが機能停止した場合も，2次災害を警告する緊急速報の配
信が可能になる．D2D技術は ETWSとの親和性が高いと考えられるため，ProSeを用いて同報メッセー
ジを拡散可能なマルチホップ D2D 通信システムを検討する．さらに，同報メッセージの拡散において，
ETWSの配信エリアの構成と geocastを活用した拡散経路最適化方式も検討する．本提案システムについ
て，ネットワークシミュレータを用いて震災時の環境を再現し，災害・耐性ネットワーク・システムとし
ての有効性を示す．

キーワード：earthquake and tsunami warning system，proximity services，device to device，geocast

Emergency Warning System Integrating Proximity Services
for Broadcasting Early Warnings to UEs Outside eNB Coverage

Yutaka Musaka1,a) Yoshitaka Nakamura2,b) Hiroshi Inamura2,c)

Received: May 7, 2018, Accepted: November 7, 2018

Abstract: Japanese mobile carriers are distributing early warning such as earthquake early warning, tsunami
warning or disaster evacuation information to user equipment. Japan Meteorological Agency is informing
earthquake early warning and tsunami warning. Local public agencies are informing disaster evacuation
information. In Japan where earthquakes occur frequently, warnings with high speed and high reachabil-
ity are important for this type of distribution system. Therefore, broadcast emergency system based on
Earthquake and Tsunami Warning System (ETWS) is operated. It is difficult to distribute early warning
to all User Equipments (UE)s in environments where some evolved Node Bs (eNB)s break down due to
large-scale disasters. We focus on ProSe of Public Safety LTE technology which enables Device to Device
(D2D) communication without going through core network. We propose an emergency warning system that
integrates ProSe into ETWS for the realization of a disaster tolerant network system that can spread early
warning out of eNB’s coverage in an environment where it is difficult to distribute early warning due to
the effects of large-scale disasters. By applying this system, it is possible to deliver emergency bulletins to
predict secondary disasters even if the eNB stops functioning due to the disaster. We consider a multihop
communication system that can spread the broadcast message using ProSe because the D2D technology
seems to have high affinity with ETWS. In addition, we also propose a diffusion route optimization method
utilizing ETWS distribution area configuration and geocast in broadcast message spreading. In this paper,
we reproduce the environment at the time of earthquake occurrence by using the network simulator and
evaluated the effectiveness of the proposed system.
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1. はじめに

日本の移動体通信事業者は，気象庁が配信する緊急地震

速報や津波警報，地方公共団体が発信する災害・避難情報な

どを緊急速報として携帯移動端末に配信している．2007年

当初の緊急速報はCell Broadcast Service（CBS）[1]を利用

して同報配信されていた．近年ではスマートフォンなどの

普及にともない，CBSを Long Term Evolution（LTE）規格

に対応させた Public Warning System（PWS）[2]が 3GPP

（3rd Generation Partnership Project）で策定され，PWS

を利用した同報配信システムが運用されている．PWSは

さまざまな用途に応じてサブシステム化されており，地震

が多発する日本では速報性が求められているため，Earth-

quake and Tsunami Warning System（ETWS）[3]を採用

している．

2011 年の東日本大震災では約 2 万 9000 局（東北・関

東地域の基地局総数は約 13 万 7500 局）の携帯電話基地

局（evolved Node B：eNB）が機能停止した [4]．スマート

フォンなどの端末（User Equipment：UE）の接続性はイ

ンターネットとの中継機となっている eNBのカバレッジ

（電波到達範囲）に依存している．そのため，地震などの

災害によって一部の eNBが機能停止した場合，停止した

eNBが収容していた端末への津波警報や，その後の災害・

避難情報などの続報を配信することが不可能になる．この

ような状況でも有効な，災害耐性のあるネットワーク・シ

ステムの検討が重要となってきている．本論文では，停止

した eNBが収容していたために電波が到達できなくなっ

た領域をカバレッジ外と呼ぶ．

大規模災害の事例をふまえて，米国や英国では公共安全

（Public Safety：PS）ネットワークの構築が進められてい

る．PSネットワークは，LTEを共通の基盤技術として構

築することが検討されており，PS-LTEと称されている．

PS-LTEは，災害発生時にもリアルタイムに情報を共有で

きる手段を確保することで，効率的な救命・救助活動を行

うための基盤技術として期待されている [5]．PS-LTEを実

現するための技術として，コアネットワークを介さずに端

末間（Device to Device：D2D）での直接通信を可能とす

る Proximity Services（ProSe）[6]の仕様化が進められて

いる．日本でも PS-LTEの実現に向けてワーキンググルー

プが結成され，議論が進められている [7]．

本研究では，大規模震災の影響で津波警報や災害・避難
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情報の配信が困難であるような環境において，eNBから配

信された緊急速報をカバレッジ外に拡散可能なマルチホッ

プ D2D通信システムの実現を目的とし，ETWSに ProSe

を統合した災害時同報配信システムを提案する．このシス

テムを適用することで，震災によって eNBが機能停止し

た場合も，二次災害を警告する緊急速報の配信が可能にな

る．そのために，以下に示す 2つの機能を実現することが

重要である．

( 1 ) 中継配信による同報メッセージの拡散：機能停止した

eNBが収容していた端末に，D2D通信を用いて同報

メッセージを中継することで，情報が必要な利用者

への配信を可能にする．現状では，端末間でのトラン

シーバのような動作のみが想定されており，連携して

自動的にメッセージを拡散する仕組みが望まれる．

( 2 ) 同報メッセージの拡散における対象領域の指定：配信

対象領域を行政境界に適合させることで，避難指示や

避難所の指定など，詳細な情報の配信を実現可能とす

る．カバレッジ外に拡散させる際の対象領域を制御す

ることで，現状の緊急速報よりも配信位置に即した詳

細な情報提供の可能性が期待できる．

これらを実現するにあたり，LTE技術を利用した D2D

通信技術は ETWS との親和性が高いと考えられるため，

ProSeを用いて ETWSを拡張し，eNB経由での通信が困

難な場合においても同報メッセージを自動的に中継し，

拡散可能なマルチホップ D2D通信システムを検討する．

さらに，提案システムにおける同報メッセージの中継配

信時に，配信範囲を制御しながら迅速な配信を行うため，

geocast [8], [9]を利用した配信範囲制御方式と ETWS配信

エリア変更方式を組み合わせた拡散経路最適化手法を検討

する．

以下，2章では，中継配信による同報メッセージの拡散

および同報メッセージの拡散における対象領域の指定に関

連する研究を述べ，災害時同報配信システムとして運用す

るための課題を考察する．3章では，日本で運用されてい

る同報配信システムと PS-LTE技術として運用が期待され

ているD2D通信技術について述べる．4章では，ProSeを

統合した災害時同報配信システムを提案する．5章では，

震災時の環境をネットワークシミュレータで再現し，本提

案システムを適用した際の有効性を示す．6章では，本論

文のまとめと今後の課題について述べる．

2. 関連研究

中継配信による同報メッセージの拡散，同報メッセージ

の拡散における対象領域の指定，これら 2つの観点から関

連研究を検討し，災害時同報配信システムとして運用する

ための課題を考察する．
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2.1 中継配信による同報メッセージの拡散

中継配信による同報メッセージの拡散については D2D

通信やアドホック通信を用いたいくつかの研究がある．

2.1.1 マルチホップD2D通信の到達性分析

Kamiyamaらは，マルチホップ D2D通信の効果を最適

化させるために，マルチホップ D2D通信成功確率を分析

した結果を報告している [10]．マルチホップ D2D通信成

功確率の簡易な近似式を導出し，東京都の新宿区を想定し

た震災発生時の人々の避難行動をマルチエージェントシ

ミュレーション（MAS）で再現したうえで，MASで得ら

れた携帯端末の位置と通信データを用いて，マルチホップ

D2D通信成功確率の分析を行っている．その結果，マルチ

ホップ D2D通信の疎通性とトラヒックオフロード効果を

最大化させるためには，D2D通信携帯端末の比率，最大許

容ホップ長のパラメータ設定が重要であることを報告して

いる．

2.1.2 MANETとDTNを混合させた情報共有

Nishiyamaらは，情報収集や情報発信のために，Mobile

Ad-hoc NETwork（MANET）と Delay Tolerant Network

（DTN）を混合させたネットワークを用いたマルチホップ

D2D通信システムを提案している [11]．このシステムで

は，Wi-Fi Directによる約 100 mのマルチホップ D2D通

信を利用した情報転送を想定している．宛先までの経路が

見つからない状況や，電池残量が一定以下の状況，あるい

は加速度センサの取得データから移動が激しい端末である

と判断される状況では DTNを用いた通信を行う．それ以

外の宛先までの経路が見つかる状況ではMANETを用い

る．また，メッセージを保持した端末が MANETに合流

する状況では，宛先までの経路の中で最もホップ数が少な

い経路を自動的に選択する．このシステムについて仙台市

街地で実機を使った実験を実施した結果，スマートフォン

27台を経由して，総距離 2.5 km先の端末へのメッセージ

の送信に成功している．

2.1.3 すれ違い通信による避難誘導システム

Fujiwara らは，各避難者に迅速かつ安全な避難経路を

提示するために，DTNによるすれちがい通信を用いた避

難誘導システムを提案している [12]．この避難誘導シス

テムは，避難者同士が遭遇するときにすれちがい通信を行

い，互いの持っている通行不能道路に関する情報を自動的

に共有することで，避難者に対する避難所までの経路案

内を行う．具体的には，DTNの蓄積・運搬・転送（Store-

carry-forward）通信方式を採用し，Bluetoothによる数メー

トル～数十メートルの範囲内のすれちがい通信を想定して

いる．被災地情報共有の方法として epidemic routingを採

用している．Epidemic routingとは，出会った際に互いの

持っていない情報をすべて共有する手法であり，不特定多

数の相手に対して情報拡散を行うことに優れている．この

システムについて，渋滞を考慮しない場合と，渋滞を考慮

図 1 Location Based Multicast 手法を用いた geocasting

Fig. 1 Geocasting by Location Based Multicast.

した場合についてシミュレータを用いた性能評価を行って

いる．その結果，すれちがい通信による情報共有の効果に

より，平均・最大避難時間の両方が減少することを確認し

ている．

2.2 拡散における対象領域の指定

同報メッセージの拡散において対象領域を指定するため

には，地理的な条件に基づくマルチキャスト手法である

geocastの活用が考えられる．

2.2.1 Directed Flooding

Flooding ベースの geocast として図 1 に示すような

Location Based Multicast（LBM）があげられる [8], [9]．

LBMは各端末が GPSなどを利用して位置情報を所持し

ていることが実現のための条件である．LBM にはいく

つかのアルゴリズムがあり，最も基本的なアルゴリズム

は static zone schemeである [13]．Static zone schemeは，

destination regionと forwarding zoneを設定することで，

destination regionまでメッセージを転送する方式である．

Forwarding zone内でメッセージを受信した端末は，メッ

セージの中継端末となりメッセージの拡散を行う．Desti-

nation region内でメッセージを受信した端末は，メッセー

ジの拡散と通知を行う．それ以外の領域でメッセージを受

信した場合は，メッセージを破棄する．

2.2.2 No Flooding

Floodingを行わない geocastとして greedy forwarding

があげられる [14]．Greedy forwardingでは，送信元端末

の通信可能範囲に存在する端末のうち，目的地に最も近付

いている中継端末にメッセージを転送し，中継端末も同様

にメッセージの転送を繰り返し，目的地までメッセージを

転送する方式である．この方式では，迂回するような通信

が発生しないため，目的地までメッセージが到達しない可

能性も考えられる．

2.3 関連研究における課題

災害時同報配信システムとして運用するために，関連研

究において改善が必要と考えられる課題について述べる．

2.3.1 利用者に依存したネットワーク形成

文献 [11]や文献 [12]のシステムは，利用者が各自でア

プリケーションを起動するシステム構成である．一方，

ETWSにおける同報配信システムは利用者の操作の介在

なしに自動的に動作する．配信システムの構成において利
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用者の操作を待つ受動的なステップを加えてしまうと，操

作の遅れや操作漏れによってカバレッジの拡大を妨げる要

因となってしまうため，文献 [10]のような理想的な結果に

はならないと予想できる．したがって，端末側が能動的に

アプリケーションを起動するような工夫が必要である．

2.3.2 行政境界への不適合

地方公共団体が配信元として災害・避難情報のような緊

急速報を送信する場合，配信元とは異なる地方公共団体の

行政区域に属する端末が，本来受信するべきメッセージと

は異なる緊急速報を受信してしまう可能性がある．このよ

うな状況は行政境界付近で eNBが停止した場合に発生す

る．たとえば，図 2 のように，端末の現在位置が属する

行政区域と緊急速報を配信する配信元 eNBが属する行政

区域が一致していない場合である．さらに，各地方公共団

体が配信するタイミングによっては，本来とは異なる緊急

速報を先に受信してしまい，受信者の混乱を招く恐れがあ

る．たとえば，避難が必要でない地域の住民にまで避難指

示が配信される場合や，複数の地方公共団体からの災害・

避難情報を受信し別々の避難指示を受けた場合などが考え

られる．したがって，2.2.1項で述べたような拡散性を保つ

ことが可能である floodingベースの geocastを活用し，行

政境界を越えないような配信範囲制御を行う必要がある．

前段のように geocastを適用し配信範囲を制御した際，境

界付近で中継に参加するノードが減少することにより中継

経路が減少し，メッセージの到達率および到達完了時間が

悪化してしまう可能性がある．行政境界を越えないように

配信するためには，図 3 左のように，1つの eNBから緊急

速報を配信する必要がある．宛先までの中継端末が，互い

の通信可能範囲内に含まれていれば問題は発生しない．し

かし，図 3 左の端末 Rが存在しなかった場合，destination

図 2 行政境界付近で発生する問題

Fig. 2 Problems occurring near administrative boundaries.

図 3 配信範囲制御による中継経路の損失

Fig. 3 Loss of relay route by the delivery scope control.

regionまでメッセージを中継することが不可能である．配

信制御を行わないときに利用可能であった，図 3 右に示す

ような，行政境界を越えながら中継するような迂回経路や，

本来異なる地方公共団体に属する eNBからも中継配信が

可能であれば到達率と到達完了時間の悪化を補うことがで

きる可能性がある．

3. 同報配信システムとD2D通信技術

本研究で検討する災害時における同報配信システムの提

案に先立ち，同報メッセージの拡散対象領域の指定の観

点から，既存 ETWSの配信エリア指定方式と配信方式を

3.1.1項および 3.1.2項で説明する．次に，中継配信による

同報メッセージの拡散を検討するために必要な既存 ETWS

のチャネル動作を 3.1.3項で，統合を検討しているProSeの

既存のチャネル動作を 3.2.1項および 3.2.2項で説明する．

3.1 Earthquake and Tsunami Warning System

ETWSは従来 1回で配信していた緊急速報を 2回に分離

して配信している．第 1報にあたる Primary Notification

は，きわめて迅速性が必要な情報を理論上実現可能な最短

時間で端末に配信する．第 2報にあたる Secondary Notifi-

cationは，震度や震源地などの第 1報を補足する詳細な情

報を端末に配信する．

ETWSのネットワークアーキテクチャを図 4に示す．気

象庁や地方公共団体などのCell Broadcast Entity（CBE），

メッセージ作成と配信エリア特定を行う Cell Broadcast

Center（CBC），eNB を収容している Mobility Manage-

ment Entity（MME）を介して，eNBは収容している端末

に緊急速報を 1方向に配信する．

3.1.1 メッセージ配信エリア

メッセージ配信エリア指定方法は 3 種類あり，Cell 単

位ごと，Tracking Area（TA）単位ごと，Emergency Area

（EA）単位ごとに指定する方法がある．これらの配信エリ

ア指定方式を図 5 に示す．Cell単位レベルの配信エリアは

Cell IDのリストからなり立っており，指定された Cellの

みに配信される．TA単位レベルの配信エリアは Tracking

Area Identity（TAI）のリストからなり立っており，TAI

に含まれる Cellに配信される．EA単位レベルの配信エリ

アは各 Cellに EA IDを割り振り，該当する EAのみに配

信される．緊急速報は EAを単位として配信指定されてい

ることが多い [15]．

図 4 ETWS のネットワークアーキテクチャ

Fig. 4 ETWS network architecture.
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図 5 ETWS の配信エリア指定方式

Fig. 5 Distribution area designation method.

図 6 緊急速報の配信方式

Fig. 6 Early warning distribution method.

3.1.2 メッセージ配信方式

ETWSのメッセージ配信方式を図 6 に示し，端末に緊

急速報が到達するまでの手順を説明する．（i～ii）CBCは

CBEから配信要求を受信すると，緊急速報のメッセージ

作成と配信エリア特定を自動的に行う．（iii）CBCは特定

した配信エリアの MME に対して，緊急速報のメッセー

ジ内容と配信エリア情報を載せたWrite-Replace Warning

Requestを送信する．（iv～v）MMEは応答メッセージで

あるWrite-Replace Warning Confirmを CBC に送信し，

CBCは CBEに配信要求を受付けて緊急速報配信処理の

開始に関する応答を返す．（vi～vii）MMEは受信した配

信エリア情報を確認し，該当する eNB にWrite-Replace

Warning Requestを送信する．（viii）要求を受信した eNB

は Write-Replace Warning Request を基に配信エリアを

決定する．（ix～x）eNBはページング信号である ETWS

indicationを送信し，システム報知情報の System Informa-

tion Block（SIB）を用いて緊急速報を送信する．Primary

Notificationは SIB10，Secondary Notificationは SIB11に

該当する．（xi）eNBは緊急速報のブロードキャストが完

了した後，MMEにWrite-Replace Warning Confirmを送

信する [15]．

3.1.3 eNB-端末間のチャネル動作

図 6（ix～x）における，eNBが端末へ緊急速報を配信する

ときのチャネル動作を図 7 に示し，詳細を説明する．eNB

はWrite-Replace Warning Requestを受信すると，Paging

Channel（PCH）を用いて ETWS indicationを端末に送信

する．端末は ETWS indicationを受信すると，Broadcast

Control Channel（BCCH）を用いて緊急速報の受信を開

図 7 eNB と UE 間のチャネル動作

Fig. 7 Channel operation between eNB and UE.

図 8 ProSe のネットワークアーキテクチャ

Fig. 8 ProSe network architecture.

始する．このとき，緊急速報である SIB10（Primary No-

tification）および SIB11（Secondary Notification）を受信

するためのスケジューリング情報は，eNBが定期的に報

知している SIB1に含まれているため，SIB1を受信した後

に SIB10および SIB11の受信開始が可能となる．端末は

SIB10および SIB11を確認すると，アラートとポップアッ

プでユーザに通知する．また，重複した SIBは通知しない

ようになっている [15]．

3.2 Proximity Services

3GPPではLTEのアップリンク周波数帯域を用いて eNB

を介さない D2Dを可能とする ProSeの仕様化を行ってい

る [6]．ProSeは近接端末とのデータ通信や音声通話などが

可能となる Direct communicationおよび，周辺の端末発

見やサービス検出が可能となる Device discoveryの 2つの

機能から構成されている．本研究ではメッセージ転送のた

め，Direct communication機能を利用する．

3.2.1 ProSeの基本構成

ProSe のネットワークアーキテクチャを図 8 に示す．

端末は EPC（Evolved Packet Core）上の論理機能である

ProSe Functionを介して D2D通信が行われ，セルサーチ

と同様な処理を行った後に D2D通信が可能となる．セル

サーチとは，端末が接続先として最適なセルを探索する処

理を指し，端末の電源を入れたときや端末がカバレッジ外

へ移動したときに行われる．セルサーチの簡易手順とし

て，端末は eNBから送信される同期信号の PSS/SSS（Pri-

mary/Secondary Synchronization Signal）を検知し，コア

ネットワークの HSS（Home Subscriber Server）に端末情
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図 9 ProSe における端末間の同期方法

Fig. 9 Synchronization between UEs at ProSe.

報を登録する．このセルサーチと同様に，ProSe Function

は HSSを用いて端末の認証を行い，SLP（SUPL（Secure

User Plane Location）Location Platform）を用いて端末

の位置に応じた適切な通信用設定の配布を行う [16]．また，

通信可能範囲は都市部では約 100 m，見通しのいい場所で

は約 300 mであると想定されている [17]．

3.2.2 Direct Communication

Direct communicationにおける eNBと端末間や端末ど

うしの同期方法について図 9 に示す．eNBとカバレッジ

内端末では，eNBが送信する同期信号 PSS/SSSと同期し

て D2D通信の送受信を行う．カバレッジ内の端末とカバ

レッジ外の端末間やカバレッジ外の端末どうしでは，カ

バレッジ内外の端末が 40 ms周期で送信する PSSS/SSSS

（Primary/Secondary Sidelink Synchronization Signal）と

同期して D2D通信の送受信を行う．カバレッジ内の端末

が eNBの同期タイミングに基づき PSSS/SSSSを送信する

ことで，カバレッジ外の端末も eNBの同期タイミングと同

様のタイミングで Direct communicationを行うことがで

きる．Direct communicationでは，PSSS/SSSSとともに

PSBCH（Physical Sidelink Broadcast Control Channel）

を用いて D2D 用フレーム番号やシステム帯域幅，TDD

（Time Division Duplex）UL/DLサブフレーム構成などを

通知する [16]．

4. 提案システム

中継配信による同報メッセージ拡散の実現のために

ETWSへ ProSeの統合を提案する．また，2.3.1項で述べ

たシステム運用時の課題について，中継配信の迅速性を低

下させないために，ProSeの能動化方式を提案する．さら

に，geocastを利用した配信範囲制御方式と ETWSの配信

エリア変更方式を検討し，2.3.2項で述べた行政境界付近の

端末に対して，配信範囲を制御しながら迅速性を向上させ

た拡散経路最適化方式を提案する．

4.1 ETWSへ ProSeの統合

ETWSに ProSeを統合させた同報配信システムの配信

方式を図 10 に示し，カバレッジ外の端末（UEoutside）へ

緊急速報の中継配信が完了するまでの流れを説明する．従

来の ETWS と同様に，MME はWrite-Replace Warning

図 10 ETWS に ProSe を統合したシステムの配信方式

Fig. 10 Delivery sequence using the proposed system.

Requestを配信エリアに該当する eNBへ送信する．Write-

Replace Warning Requestを受信した eNBは配信エリア

を決定し，カバレッジ内の端末（UEinside）へ緊急速報を

同報配信する．ここで，カバレッジ内の端末はカバレッジ

外の端末とチャネルが確立されていれば，PSBCHを用い

て緊急速報である SIB10および SIB11をカバレッジ外の

端末へ中継配信する．したがって，カバレッジ外の端末も

緊急速報を受信することが可能になる．

しかし，ETWSによる緊急速報の配信は数秒程度しか行

われていないため，緊急速報の配信終了後に緊急速報を受

信していない端末に遭遇しても，緊急速報を送信すること

が不可能である．そのため，Kill Requestによって ETWS

による配信が解除された後も，避難のための人間の移動行

動に基づく DTNの epidemic routingを利用し，緊急速報

をさらに拡散させることが望ましいと考えられる．この

ような DTN運用時に不要なメッセージを散在させない工

夫が必要であるため，Write-Replace Warning Requestが

Kill Requestによって解除された後，中継端末が自律的に

中継配信を停止可能なように，緊急速報にD2D通信用の有

効期限（Timeout値）を加える．これにより，価値のなく

なった古いメッセージを自動的に破棄することが可能とな

るため，不要な緊急速報の散在を防ぐことができる．この

ような形で DTNを運用することで，緊急速報の鮮度を保

つことを可能とした拡散システムが運用可能となり，eNB

からのメッセージを受信できていない端末へ緊急速報の到

達率向上が期待できる．

4.2 ProSeの能動化方式

4.2.1 ProSeの能動化における課題

ProSeを用いてメッセージなどの送受信を行うためには，

D2D用の同期信号である PSSS/SSSSの送受信を行う必要

がある．しかし，ProSeの具体的な運用方法が決まってお

らず，2.3.1項で述べたように緊急速報の拡散効率を低下さ

せないために，端末が PSSS/SSSSを能動的に送受信可能

な方式の検討が必要である．以下，能動化方式の検討にお

ける課題を列挙する．

同期信号の送信元端末は，適宜 PSSS/SSSSを送信する
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図 11 ProSe の能動化方式

Fig. 11 Activation scheme of ProSe.

ことで，D2Dの中継端末の役割を果たせる．しかし，セル

サーチが無事に完了しているカバレッジ内の端末は，周辺

の端末がセルサーチに成功しているか否かを自律的に判断

できないため，PSSS/SSSSを送信するためのトリガが必

要である．

一方，同期信号の受信元端末は，セルサーチと同時に

PSSS/SSSSを探索することで，PSS/SSSを受信できなかっ

た場合に D2D 通信へ切り替えることができる．しかし，

この探索方法では，災害が発生していない状況で，山間部

やトンネル内など，電波状況が劣悪な環境に移動した場合

にも，PSSS/SSSSの探索を開始してしまい，端末の負荷

が増加するため望ましくない．したがって，山間部やトン

ネルなどでセルラーネットワークの電波を受信できていな

い場合と，災害などが原因でセルラーネットワークの電波

を受信できていない場合を端末が自律的に判断する必要が

ある．

4.2.2 ProSeの能動化方式の手順

同期信号を送信するためのトリガと手順について，図 11

を用いて説明する．eNBが緊急地震速報を配信した場合，

図 6（xi）に示すようにWrite-Replace Warning Confirm

をMMEに送信する．しかし，災害によって eNBが機能

停止した場合は，図 11（i）に示すように，Write-Replace

Warning Confirmを送信することが不可能である．そのた

め，MMEは Confirmの応答がないことをトリガとし，該

当する eNBを機能停止した eNBと判断する．この情報を

ProSe Functionが集約し，図 11（ii～iv）に示すように，

機能停止した eNBのセルに合わせて，同期信号を送信す

るように端末へ Requestを送信する．

同期信号を受信するためのトリガと手順について説明す

る．提案システムでは，緊急地震速報が配信された後の津

波警報や災害・避難情報の配信を想定している．そのため，

端末は緊急地震速報の受信をトリガとし，PSS/SSSだけで

なく，PSSS/SSSSの受信も一定期間行うようにする．こ

れらの同期信号送受信方式を適用することで，端末が能動

的に D2D通信へ切り替えることが可能である．

4.3 拡散経路最適化方式

Geocastを利用した配信範囲制御方式と ETWSの配信

エリア変更方式を組み合わせ，不要なメッセージ拡散を抑

制するための拡散経路最適化方式を提案する．4.3.1項で

図 12 Geocast による配信範囲制御例

Fig. 12 Example of delivery scope control by geocast.

緊急速報を中継配信するために有効な geocastの領域設定

方法を検討し，4.3.2項で geocastを適用した際の到達完了

速度を維持するために有効な配信エリア変更方法を検討す

る．4.3.3項では，それらの実現方法を説明する．

4.3.1 Geocastを利用した配信範囲制御方式

配信が必要である領域では緊急速報をできる限り拡散

し，配信が必要でない領域では緊急速報を破棄する．そ

こで，geocastの directed flooding方式である static zone

scheme algorithmを検討する．Geocastを ETWSに適合

させる場合の動作と設定方法を述べる．Geocastを用いて

緊急速報を中継する場合，無関係の端末までアラートと

ポップアップとでユーザに通知してしまうことが考えられ

るため，以下のような動作に改良する．Forwarding zone

内でメッセージを受信した端末は，メッセージの中継端末

となりメッセージの拡散のみを行う．Destination region

内でメッセージを受信した端末は，メッセージの拡散と

ポップアップ通知を行う．それ以外の領域でメッセージ

を受信した場合は，ユーザに通知せずにメッセージを破

棄する．この動作方法をもとに配信範囲を制御するため，

配信元 eNB のセルと機能停止した配信元 eNB のセルを

destination regionに設定することで，行政境界を越えた不

要なメッセージの拡散を抑制可能である．

図 12 を用いて地方公共団体 Bの eNBがメッセージを

配信する状況を例に geocastの設定方法を述べ，その有効

性を考察する．左右を区切る青線が 2つの行政区域の境界

を表しており，制御すべき配信エリアの境界である．青色

のセル Aが地方公共団体 Aの配信エリアに割り当てられ

ているセルを示し，橙色のセル Bが地方公共団体 Bの配信

エリアに割り当てられているセルを示す．赤色のセル A-

は地方公共団体Aに属していた機能停止しているセルを示

す．緑色のセル B-は地方公共団体 Bに属していた機能停

止しているセルを示す．セルの領域に geocastが適用され

た際は，forwarding zoneをセル F，destination regionを

セル Dと示す．赤色の矢印はセル Bから配信されるメッ

セージの中継経路を示す．図 12（i）は geocast適用前の

配信例を表しており，配信範囲を制御していないため，地
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方公共団体 Bが配信する緊急速報をセル A-に存在する端

末へ拡散してしまう．一方，図 12（ii）は geocast適用後

の配信例を表しており，地方公共団体 Bのメッセージを配

信する eNBのセル Bと，地方公共団体 Bに属していた機

能停止しているセル B-を destination regionに設定するこ

とで，セルA-に存在する端末への拡散を防ぐことが可能に

なる．

4.3.2 ETWSの配信エリア変更方式

前項のような単純な geocastを適用の際，2.3.2項で述べ

たように，状況によっては緊急速報の到達率や到達完了速

度が悪化する可能性がある．配信範囲を制御しない従来の

手法では，行政境界付近の destination regionへ全方向か

らメッセージが流入していたのに対し，配信範囲を制御し

たことにより行政境界付近の destination regionへのメッ

セージ流入数が減少してしまい，特に機能停止範囲が広い

場合には行政境界付近の端末へのメッセージ到達率および

到達完了速度の悪化が予想される．このことは，図 12（ii）

において行政境界付近の destination regionに向かって流

れているメッセージ（赤色の矢印）が，図 12（i）と比べ

て少ないことからも分かる．

この問題に対し，destination regionへのメッセージ流入

数を減少させずに配信範囲を制御するため，4.3.1項で述べ

た geocastを利用した配信範囲制御手法に対し，機能停止

した eNBの位置情報に基づく ETWSの配信エリア変更方

式を適用させることを検討する．配信エリア変更方式の設

定方法を述べる．（1）配信元 eNBのセルと機能停止した配

信元 eNBのセルは 4.3.1項と同様に destination regionと

設定する．（2）行政境界に隣接する destination region周囲

のセルに対し，正常運転している eNBを ETWSの配信エ

リアおよび forwarding zone，機能停止している eNBのセ

ルを forwarding zoneと設定する．このとき，正常運転して

いる eNBが存在しない場合は，（2）で設定した forwarding

zoneを中心に，（2）の設定を正常運転している eNBが存在

するまで繰り返す．このような配信エリア変更方式によっ

て，図 13（ii）のように，機能停止している配信元 eNBの

周囲を，配信可能な eNBと中継端末が囲むように設定さ

れる．

図 13 を用いて地方公共団体 Bが緊急速報を配信する状

況を例に配信エリア変更方式の有効性を考察する．図 13

（i）は geocastのみを適用した場合の配信例を表しており，

destination regionに対するメッセージ流入数が減ってい

る状態である．図 13（ii）は geocast適用後に配信エリア

を変更した場合の配信例を表しており，地方公共団体 Aに

属していた機能停止しているセル A-を forwarding zone，

その周囲の正常運転している eNBのセルを配信エリアお

よび forwarding zoneに設定することで，地方公共団体 A

への拡散を防ぎつつ，緑色のセル Dへのメッセージ流入数

を増加させることが可能となる．

図 13 配信エリア変更方式による拡散経路最適化例

Fig. 13 Example of relay route optimization by distribution

area optimization scheme.

図 14 配信エリアの再設定および geocast 情報の算出手順

Fig. 14 Procedure for resetting distribution area and calculat-

ing geocast information.

4.3.3 配信範囲制御方式と配信エリア変更方式の適用方法

4.3.1項の geocast適用方式および 4.3.2項の配信エリア

変更方式の技術的課題を説明し，それらの適用方法を述べ

る．Geocast を適用する際は forwarding zoneと destina-

tion regionの情報を対象セルの端末へ，配信エリア変更方

式を適用する際は配信エリア変更情報を変更対象エリアの

eNBへ伝達する必要がある．その伝達手順を図 14 を用い

て説明する．

図 14 は，図 6 に示す緊急速報の配信方式を拡張した

シーケンス図であり，（xii）以降が拡張した処理となってい

る．ETWSの配信エリア特定は CBCが行っているため，

提案システムによるエリア変更処理も CBCで行うのが妥

当である．拡張した処理として，機能停止した eNBの情

報を収集するため，（xii）MMEはWrite-Replace Warning

Confirmの有無をもとに，機能停止している eNBの位置情

報を eNB fault listとして集約し，（xiii）CBCへ送信する．

（xiv）CBCは eNB fault listをもとに配信エリアを再設定

する．その際，geocastの領域情報も算出することで，対象

eNBへの geocast情報を含めた緊急速報メッセージが生成

可能になる．したがって，緊急速報を配信する際に，対象

の eNBへ算出した情報をあわせて配信することで，配信

範囲を制御した緊急速報が配信可能となる．
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5. 評価と考察

はじめに，中継配信による同報メッセージの拡散機能に

ついての評価を行う．メッセージが最大到達率に至るまで

の到達完了時間が，D2D通信可能範囲が長いほど短縮す

ることを確認し，ProSe選定の有効性を示す．次に，同報

メッセージの拡散における対象領域の指定についての評価

を行う．システム拡張前の既存配信方式と，geocastを用

いた配信範囲制御時に配信エリア変更方式を適用した提案

配信方式を比較し，提案配信方式を運用した際に到達完了

時間が短縮することを確認し，配信範囲制御を可能とした

迅速なメッセージ配信が実現できていることを示す．

シミュレーションシナリオとして，北海道函館市と北斗

市の行政境界に津波が到達することを想定し，地震によっ

て一部の eNBが機能停止している環境で津波警報を配信

する状況を再現する．津波警報を受信した端末は徒歩で津

波避難施設へ移動する行動を再現し，ProSeを統合するこ

との有効性および拡散経路最適化方式の評価を行う．

5.1 評価モデル

ネットワークシミュレータ ns-3 [18]上に図 15 のような

ネットワークを構成し，シミュレーションを行う．ProSe

は，カバレッジ内であれば eNBがオペレータとなり輻輳

を制御するような動作が可能であり，カバレッジ外であれ

ば CSMA/CAのような衝突回避方法が運用できると考え

られる [5], [10]．ns-3では ProSeプロトコルは未実装であ

るが，多重アクセス方式を考慮し，Wi-Fi Direct規格を代

用して評価する．これはメッセージ到達率と到達完了時間

について通信可能範囲をパラメータとし，本研究で検討す

る各配信方式の相対評価の比較を容易にするためであり，

実験が緊急速報配信以外の電波ノイズを考慮に入れていな

いことと，実験の規模から，輻輳の発生は考えにくいため，

評価に影響はないと考えられる．本実験におけるシミュ

レーションパラメータを表 1 に示す．

本実験の対象地域は，北海道の函館市と北斗市の行政境

界近辺を想定し，その周辺地図を図 16 に示す．青線は行

政境界を示しており，赤線は津波到達境界を示している．

青線よりも西側が北斗市であり，青線よりも東側が函館市

である．緑色のマークは津波避難施設を示す．eNBは図 16

右のように配置する．0から 14番のセルが北斗市の配信エ

リア，15から 30番のセルが函館市の配信エリアに割り当

てられているとする．大規模災害により一部の eNBが機

能停止していることを想定しているため，約 50%の eNB

が運転している状態で実験を行う．実験の網羅性のために

表 2 のような残存 eNBの配置状況を再現する．配置 Aと

Bは，残存 eNBが函館市のみ，北斗市のみ運転している状

況を再現する．配置 C～Gは，行政境界付近で多数の基地

局が機能停止した状況を再現させているため，ETWSの配

図 15 実験のネットワーク構成

Fig. 15 Network configuration of experiments.

表 1 システムのシミュレーションパラメータ

Table 1 Simulation parameters.

図 16 実験対象エリアと eNB 配置

Fig. 16 Experiment area map and eNB arrangement.

表 2 残存 eNB の配置パターン

Table 2 eNB operationg points.

信エリア変更方式の効果が期待できる．配置 H～Kは，疎

らに停止した状況を再現する．

次に，端末の配置と移動モデルについて述べる．LTE対

応スマートフォンの普及率は 70%であり，函館市の人口密
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表 3 D2D の通信可能範囲の定義

Table 3 Definition of D2D transmission range.

度は 389人 /km2であるため，eNB1台あたり 68個配置す

る．北斗市の人口密度は 118人 /km2であるため，eNB1台

あたり 21個配置する．端末の移動モデルは Google Maps

APIの walkingモードを利用し，最寄りの避難所へ最短経

路で移動する [19]．

5.2 D2D通信規格選定の評価

本実験では，D2D通信を行うための規格選定の観点か

ら，D2Dの通信可能範囲をパラメータとして提案システム

を再現し，ProSeの有効性について評価する．

5.2.1 実験方法

気象庁が津波警報を発令することを想定し，端末へ緊急

速報を配信する．各通信規格を比較するため，D2Dの通信

可能範囲を文献 [17]を参考に表 3 のように定義する．5章

で述べたシミュレーションシナリオをもとに，各 D2D通

信可能範囲において，到達率が最大になるまでの到達完了

時間と最大ホップ数を計測する．なお，Timeout値を 600

秒に設定し，配信開始から 600秒経った時点で緊急速報の

有効期限を超過したと見なし実験を打ち切る．同じ UE密

度に関して 3パターン，表 2 に示した eNB配置 11パター

ン，表 3 に示した D2D通信可能範囲に関して 5パターン

をそれぞれ組み合わせ，合計で 165パターンの実験を行う．

5.2.2 結果と考察

到達率が最大になるまでにかかった到達完了時間と最大

ホップ数の平均結果を図 17 に示し，各 D2D通信可能範

囲における平均到達率の計測結果を図 18 に示す．D2D通

信可能範囲が 100 mの場合は，到達率が 74.5%，平均到達

完了時間が 377.9秒であったことから，十分にメッセージ

を拡散できていないことが分かる．通信可能範囲 150 m・

170 mと比較しても平均最大ホップ数が少ないまま平均到

達率が向上しないことから，避難行動に従った DTNの利

用が UEの通信可能範囲の小ささをカバーできていないと

考えられる．次に，D2D通信可能範囲が 150 mと 170 m

の場合は，到達率が 98%から 99.1%，平均到達完了時間が

206.3秒から 62.5秒であったことから，ある程度メッセー

ジを拡散できていることが分かる．また，平均最大ホップ

数が最も多くなっており，避難行動とDTNを利用したメッ

セージ拡散が行われていたと考えられる．最後に，D2D通

信可能範囲が 250 m以上の場合は，到達率が 100%，平均到

達完了時間が 0.026秒以下であったことから，十分にメッ

セージを拡散できていることが分かる．平均最大ホップ数

が最も少ないにもかかわらず到達率が 100%に達している

図 17 通信可能範囲に対する到達完了時間と最大ホップ数

Fig. 17 Delivery completion time and maximum number of

hops for each D2D transmission range.

図 18 通信可能範囲に対する平均到達率

Fig. 18 Delivery rate for each D2D transmission range.

ことから，避難行動を利用しなくてもマルチホップ D2D

通信のみでメッセージを拡散できていると考えられる．こ

れらの結果から，通信可能範囲の点で有利な ProSeは中継

配信によるメッセージ拡散機能において有効であることを

示せた．

5.3 行政境界付近での拡散経路最適化方式の評価

本実験では，geocastと配信エリア変更方式を適用する

前から到達率の維持を基軸に考え，geocastを用いた配信

範囲制御方式と ETWSの配信エリアの変更方式を同時に

適用した際の有効性を評価する．

5.3.1 実験方法

地方公共団体が災害・避難情報を報知することを想定し，

端末へ緊急速報を配信する．拡散経路最適化方式を評価す

るため，（1）システム拡張前の既存配信方式，（2）geocast

のみを適用した配信方式，（3）geocastと配信エリア変更

方式を適用した本提案配信方式の 3 つについて比較実験

を行う．D2D通信可能範囲を 250 mと定義し，DTNによ

る通信は考慮しないこととする．5章で述べたシミュレー

ションシナリオをもとに，各配信方式において，配信開始

から 1秒経過後までのメッセージ到達率，メッセージ超過

率，到達完了時間，最大ホップ数および総送信回数を計測

する．北斗市が災害・避難警報を配信した際に，北斗市に

存在する端末が緊急速報を受信し，利用者へ正しくポップ

アップ通知を行った数の割合をメッセージ到達率と定義

し，函館市に存在する端末が緊急速報を受信し，利用者へ

誤ってポップアップ通知を行った数の割合をメッセージ超
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図 19 各配信方式に対する到達完了時間，到達率，超過率および

ホップ数削減率

Fig. 19 Delivery completion time, delivery rate, excess rate

and hop count reduction rate for each delivery scheme.

過率と定義する．従来方式ではカバレッジ外の全端末に配

信されることになるため，その場合のメッセージ超過率は

函館市側のカバレッジ外端末の比率に等しくなる．送信回

数は中継端末によるメッセージ送信試行総数と定義する．

同じ UE密度に関して 3パターン，表 2 に示した eNB配

置のうち配置 Cから配置 Kの 9パターン，配信方式に関

して 3パターンをそれぞれ組み合わせ，合計で 81パター

ンの実験を行う．eNBの配置 Aは残存基地局が北斗市の

み，eNBの配置 Bは残存基地局が函館市のみであり，配信

範囲制御の効果が表れないため実験から除外する．

5.3.2 結果と考察

各配信方式における，到達完了時間，メッセージ到達率，

メッセージ超過率，およびホップ数削減率の平均結果を

図 19 に示し，提案配信方式における配信制御性能および

迅速性を考察する．すべての配信方式で到達率が 100%に

達し，システム拡張による到達率の低下は発生しなかっ

たことが確認できた．既存配信方式のメッセージ超過率

が 36.8%であったが，geocast配信方式および提案配信方

式で 0%へ削減可能なことが確認できた．これは，既存配

信方式と geocast配信方式を比較すると，ホップ数が短縮

されていることが確認でき，メッセージが不要な領域への

中継配信を抑制していると考えられ，利用者へ誤った通知

をすることのない配信範囲制御が可能となっていると考え

られる．次に，提案配信方式の到達完了時間は，既存配信

方式よりも 28%短縮することが確認できた．これは，配信

元 eNBを増加させることで，双方向からの中継配信が行

われ，ホップ数の短縮が可能となったためであると考えら

れる．

ETWSの配信エリア変更方式の効果を詳細に分析する

ため，残存 eNBの配置別に考察する．効果が大きく期待で

きる配置 C～配置 G，効果が少ないと考えられる配置 H～

配置Kそれぞれのパターンにおける，到達完了時間と最大

ホップ数の平均結果を図 20 に示す．配置 C～配置Gにお

いて，到達完了時間が 29%短縮されていることを確認した．

一方，配置 H～配置 Kにおいて，到達完了時間が 3%しか

図 20 各配信方式に対する到達完了時間と最大ホップ数（eNB配置

パターン別）

Fig. 20 Delivery completion time and number of hops for each

delivery scheme (by each pattern of eNB operating

points).

図 21 各配信方式に対する総送信回数と平均送信回数（超過率

40%以上）

Fig. 21 Total number of transmissions and average number of

transmissions for each delivery scheme (Excess rate is

over 40%).

図 22 各配信方式に対する総送信回数と平均送信回数（超過率

40%未満）

Fig. 22 Total number of transmissions and average number of

transmissions for each delivery scheme (Excess rate is

less than 40%).

短縮されていないことを確認した．これは，geocast配信方

式の最大ホップ数の値が関係しており，eNBが疎らに機能

停止している環境では，ホップ数を短縮する状況が発生し

にくいため，到達完了時間の短縮がわずかであったと考え

られる．しかし，人口密度や通信環境よっては，2.3.2項で

述べたように迂回経路の損失が考えられるため，メッセー

ジ到達率を悪化させないためにも，ETWSの配信エリア変

更方式を適用することが望ましい．

ETWSの配信エリア変更方式を適用する際に増加する

メッセージ送信回数について考察する．各配信方式におけ

る，総送信回数および端末 1台あたりの平均送信回数の平

均結果を図 21 と図 22 に示す．総送信回数について，既
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存配信方式におけるメッセージ超過率の値によって，2つ

の傾向が見られた．図 21 は，メッセージ超過率が 40%以

上の環境における，総送信回数および平均送信回数を示し

ており，提案配信方式の総送信回数について既存配信方式

と比較すると，19%削減されていることを確認した．提案

配信方式の総送信回数を geocast配信方式と比較すると，

増加していることが明らかである．しかし，図 19 におい

て到達完了時間が短縮されていることから，ETWSの配

信エリア変更方式によるメッセージ流入数を増加させるこ

とで，メッセージ拡散性能が上がったと考えられる．この

総送信回数が増加しているものの，各配信方式で端末 1台

あたりの送信回数が 2.7～2.9回に抑えられており，ETWS

の配信エリア変更によるメッセージ増加量は許容できるも

のと考えられる．

図 22 は，メッセージ超過率が 40%未満の環境における，

総送信回数および平均送信回数を示しており，メッセージ

超過率が 40%を超えるときと同様に，ETWSの配信エリ

ア変更方式によるメッセージ流入数を増加させることで，

メッセージ拡散性能が向上したと考えられる．しかし，提

案配信方式の総送信回数について既存配信方式と比較する

と，16%増加していることを確認した．これは，ETWSの

配信エリア変更方式を適用する際に，forwarding zoneと

して設定したセルの数が，既存配信方式で不要なメッセー

ジが拡散していたセルの数よりも増加してしまったからで

ある．つまり，行政境界に隣接している配信元ではない地

方公共団体のセルが連続的に機能停止している場合に，総

送信回数を大きく削減できていると考えられる．総送信回

数が増加しているが，速報性を最も重視する緊急速報の配

信においては 16%の送信量増加のコストを前提としても

ETWSの配信エリア変更方式を適用することが望ましい

と考える．

これらの結果から，残存 eNBの状況別に，geocastによ

る配信範囲制御方式と ETWSの配信エリア変更方式を組

み合わせた拡散経路最適化方式の有効性を示した．

6. おわりに

本研究では，中継配信による同報メッセージの拡散可能

な災害耐性ネットワーク・システムの実現のため，ETWS

に ProSeを統合した災害時同報配信システムを提案した．

D2D通信における通信規格の選定として，ETWSとの親

和性が高い ProSeを採用し，配信時間が大幅に向上するこ

とから，ProSeを用いたマルチホップ D2D通信システム

の有効性を示した．また，同報メッセージの拡散における

対象領域の指定方式を検討し，地理的な条件に基づくマル

チキャスト手法である geocastを適用して配信範囲の制御

を実現した．さらに，geocast適用の際に懸念されていた

中継経路の損失問題について，ETWSの配信エリアを残存

eNBと行政境界の位置関係によって変更する手法を考案し

組み込むことで配信速度の向上を実現した．本提案手法を

用いることで，受信できていなかった端末に配信が可能に

なるだけでなく，現在配信されている避難指示よりも，詳

細な避難指示を迅速に配信することが可能となり，より確

実に安全を確保することができると考えられる．

今後の課題として，メッセージ送信回数を抑制するため，

最適な中継端末選定方式を検討したい．また，消費電力の

考慮や，パケット転送成功率などを考慮したシミュレー

ションを行い，実現性について評価したい．

謝辞 本研究は JSPS科研費 JP17K00127の助成を受け
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